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福島第一原子力発電所事故後の避難者支援の分析
―避難者の現状とコミュニティ支援の在り方―
深　谷　正　貴＊
1．研究の目的
　2011年 3 月11日に発生した東日本大震災・福島
第一原子力発電所の事故では，避難指示を受けた
住民は，着のままの避難を余儀なくされた．その
事故から約 4年半が経ち，発電所の状況や避難者
に関する報道を目にする機会が非常に少なくなっ
た．しかし，原子力災害による福島県の避難者は，
現在でも県内外合わせて約10万人存在する．その
中で，避難者は葛藤や不安と向き合いながら生活
を続けているが，様々な課題に直面している．そ
の 1つが，個人・家族・地域コミュニティなど各
レベルにおける分断であろう．例えば，福島県内
における最大の避難者受け入れ地域であるいわき
市では，避難者と受け入れ市民側の軋轢の存在が
報道されている．また，東京新聞の報道で，江東
区の国家公務員宿舎東雲住宅に避難する49歳の男
性が孤独死していた事実が明らかとなった．この
ように，避難者自身が避難生活において孤独化す
るケースなども避難者支援の課題として挙げられ
ているのである．
　そこで，本研究では，原子力災害に伴う避難者
支援の中でも避難者と住民や避難者同士など「コ
ミュニティ支援」を対象とする．そして，原子力
災害に伴う避難者が置かれている現状と賠償や住
宅供与などの避難者支援を踏まえた上で，その課
題について，現状における行政による公的な支援
とNPO法人などの民間団体での取り組みを基に
考察していく．
2．論文構成と内容
　第 1章では，まず，これまでの福島第一原子力
発電所事故被災者に関する研究の中で，避難者の
コミュニティ分断における構造や因果などに関す
るものを 7つのカデゴリーに分け，整理した．賠
償制度や住宅支援などの避難者支援制度の研究の
他に，実態調査などから原発避難者の現状を示し
ていた．また，新聞報道やそれらの論文からも避
難者のコミュニティ分断が深刻な状況であること
が示されていた．そのため，コミュニティ支援に
焦点をあて，公的な支援と民間による支援の両側
からコミュニティ支援の現状について分析するこ
とを本研究の位置づけとしたのである．
　第 2章では，研究の前提として原発避難者の現
状について，①現在における避難者の数やその避
難先，②避難指示区域の変遷と現在における避難
指示区域分けの特徴，③避難者支援制度として
「原子力災害に伴う避難の特性」，「賠償支援」，「住
宅支援」の内容と現状，以上 3つに分けてまとめ
た．そして，避難者のコミュニティ分断に影響を
与えていることが明らかとなった．例えば住宅支
＊　ふかや　まさき　　公共政策研究科公共政策専攻
修士課程修了
論文審査委員主査　礒崎　初仁
論文審査委員副査　丸山　剛司　志々目　友博
62
援においては，居住形態として集団的確保が困難
である民間借り上げ型の仮設住宅が多くを占め，
避難者のコミュニティ形成を難しくさせている．
　第 3章では，まずは，コミュニティ支援の必要
性についてまとめた．全国47都道府県に散らばる
といった広域避難の現状，原発事故賠償金に伴う
格差によって起きた地域の分断や応急仮設住宅供
与などの住宅支援による避難者の点在といった避
難自体や各支援策によって人間関係の分断が起き
ていることをまとめた．それらを踏まえ，避難元
の福島県における公的なコミュニティ支援の実態
について分析した．福島県は，コミュニティに関
する支援15事業を「県内避難者」・「県外避難者」・
「県内外共通」に分けて行っている．
　第 4章では，民間によるコミュニティ支援の現
状として， 2つの団体取り上げた．避難指示区域
に属する富岡町の町民が立ち上げた当事者団体
「とみおか子ども未来ネットワーク」と 4 者協働
（板橋区民・NPO法人ボランティア・市民活動学
習推進センターいたばし・板橋区社会福祉協議
会・板橋区）による「公設民営型」組織，「いたば
しボランティアセンター」である．例えば，とみ
おか子ども未来ネットワークでは，タウンミーテ
ィング事業が行われている．この事業の特徴とし
て，①一般の人を含めたタウンミーティングと分
けて 2部構成にし，町民のみに参加を限定した「ク
ローズド会議」を設けたこと，②高齢者同士や子
育て世代の女性同士など，世代や属性の近い人で
グループ分けした点が挙げられる．これにより，
参加者同士が思いの丈を吐き出せる環境を作り出
した．
　第 5章では，分析結果として避難者へのコミュ
ニティ支援における課題や今後の展望についてま
とめた．課題として，①「各支援団体の情報共有」，
②「行政と民間支援団体との連携」について公的
な場や仕組みがないことが明らかになった．情報
共有については個人情報が問題となるが，行政と
NPO法人との間における，罰則付きの例外的な
「個人情報の共有協定」を結ぶことが考えられる．
こうした考えを基に，「情報共有会」や「連携のた
めの協議会」などの公的な場・しくみを行政とし
て設け，行政と民間支援団体が協働して支援を行
うべきとした．
